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This paper statistically investigates the improv巴men(of administrativ巴andfinancing efficiency of local govemm巴nt
which has been the purposes of local government amalgamations. According to the analysis 1巴sult，the amalgamations 
ha."¥Iιbrought about the result contrary to the "economies of scale" effect. 
That is， (1) Most index巴sshow that the ind巴p巴nd巴ntlocal governments have improved bett巴rthan amalgamated 
ones in terms of the change rate. (2) Although many smal local gov巴rnmentshave been inefficient yet， the gap of th巴
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degree of ineficiency has b巴enreducecl. (3) It is likely that mor巴inefficientlocal government were amalgamated 
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政令指定都市 10 ( 58.8) 7 (41.2) 17 (100.0) 
特別区 23 (100.0) o ( 0.0) 23 (100.0) 
市 360 ( 47.0) 406 (53.0) 766 (100.0) 
町村 -833 ( 83.8) 161 (16.2) 994 (100.0) 




l万人未満 456 (93.3) 33 ( 6.7) 489 (100.0) 
l万一 5万人未満 482 (63.8) 274 (36.2) 756 (100.0) 
5万一10万人未満 135 (49.8) 136 (50.2) 271 (100.0) 
10万-30万人未満 105 (52.5) 95 (47.5) 200 (100.0) 
30万一100万人未満 40 (54.8) 33 (45.2) 73 (100.0) 
100万人以上 8 (72.7) 3 (27.3) 11 (100.0) 







合、 log (歳出総額/住民人口)である。合併前は2001年2)、合併後は2008年を基準と している。
先述したように、合併自治体の合併前の期間は、その後に合併する自治体の集計値を計算した。すなわち、
合併前の各自治体の人口をXi(添え字tは自治体を表す)とすると、合併前 (2001年)の人口は LXiとなる。
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表 3:変数の概要
変数名 年 資料
一般 住民人口 2001年、2008年 住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数
(総務省)




第 1次産業人口比率 2005年 国勢調査(総務省)
畳夜人口比率 2005年 国勢調査(総務省)




〈歳入関係〉 2001年、2008年 地方財政状況調査 (総務省)
歳入総額、 地方税、普
通交付税、地方債











サンプjレ数 1，800 1，800 1，800 1，800 
平均 70，597.88 0.26 14.87 12.49 
標準偏差 17，7176.5 0.07 0.16 10.74 
最低値 157 0.11 14.45 0.01 














の値をとるダミ ー変数、slは定数項を含む 5次元の係数ベク トル、 s2はl次元の係数ベク トル、 Uiは誤差
項である。変数には高齢者人口、 l人当たり対象課税所得、第 1次産業人口比率、畳夜人口比率が含まれ
る。








































































































































pは定数項を含む7次元の係数ベク トル、 X，はn行7夢Ijの変数ベク トルである。 7個の変数の中には、は高































るのに対して、 地方債は 5万人前後の水準である。本稿でとりあげた指標を用いた限りでは、 「最小効率規
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地方税 普通交付税










































































やや大きかったこ とからすれば、 合併自治体に合併特例債の発行を認めたことに より、歳出入額の減少がよ
り緩和されたためと考える ことができる。これを合併特例債による 「ソ フトパジェッ ト化jと言うこともで
きるかもしれない。しかし、長期的な地域産業の停滞、三位一体改革等による 自治体財政の大幅な削減など
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